
令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 区立保育園での医療的ケア児受け入れについて 

所 管 部 課 
子ども家庭部 子ども政策課、子ども施設指導・支援担当課、 

子ども施設運営課、子ども施設入園課 

こども支援センターげんき 支援管理課 

内 容 

区立保育園における医療的ケア児の受け入れについて、以下のとおり

報告する。 

 

１ 背景 

平成２８年の児童福祉法、平成２９年の保育所保育指針の改定に伴

い、自治体に対し、医療的ケア児受け入れの促進及び体制の整備に関

する努力義務が課せられた。 

こうした国の動きを受け、足立区においても一定の条件のもと、令

和３年４月より、区立保育園の医療的ケア児の受け入れを開始する。 

 

２ 医療的ケア児受け入れの要件 

国の推奨により平成３０年度子ども・子育て支援推進調査研究事業

の一環として、保育所での医療的ケア児の円滑な受け入れが図られる

ことを目的に策定された「保育所での医療的ケア児受け入れに関する

ガイドライン」を基に、受け入れ要件を以下のように定める。 

（１）保護者が就労や病気等の理由により、日中保育所等で保育を行う

ことが必要であること。 

（２）集団での保育生活を行うことが可能であること。 

（３）保育時間中の医療的ケアの内容・方法のほか、緊急時や災害時に

備え、事前に主治医及び保護者と対応手順書や搬送する特定の医療

機関（後方支援病院）の連絡先について、あらかじめ確認が取れて

いること。 

 

３ 入所判定の仕組み 

対象児の受け入れにあたり、新たに学識者、外部医師、区職員を構

成員とする『医療的ケア児等支援委員会』を設置した。 

本委員会において、主治医からの意見書、行動観察、面談等により、

対象児の集団保育が可能であるかを判断する。 
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４ 保育施設入所までの主な流れ 

（１） 入所相談 

医療的ケア児の総合的支援機関と位置付けする、「こども支援セン

ターげんき」にて、医療的ケア児の専門相談を実施し、入所に関す

る内容と必要な手続きを案内する。 

（２）集団保育の可否判断 

『医療的ケア児等支援委員会』の開催 

（３）保育施設利用の入所選考 

本委員会において、集団保育が可能と判断された児童については、

保育施設利用申し込みを受理し、実施要項に基づき選考を行う。 

なお、利用調整結果によっては、待機となる場合もある。 

 

５ 受け入れ可能とする医療行為 

・ 経管栄養（経鼻、胃ろう） 

・ 導尿 

・ 痰吸引 

・ 血糖値測定、インスリン注射 

 

６ 対象年齢 

１歳児から５歳児 

 

７ 受け入れ園及び人数 

・ 区立保育園３園 

上沼田保育園、中島根保育園、東綾瀬保育園 

・ 各園原則２名以内 

 

８ 経過及び今後の取り組み 

（１）令和３年４月入所に向けて 

令和２年１０月に『医療的ケア児等支援委員会』を開催、３名の

申請があり、本委員会による判断を経て保護者が入所申込を行った。 

（２）看護師研修による医療スキルの向上 

新たに「看護師人材育成体系」を策定し、職層に応じた医療的ケ 

ア専門研修により、看護師全体の技術向上を図る。 

（３）就学に向けた仕組みづくり 

進学先の小学校と連携し、就学相談や学校支援（医療的ケア・相 

談）を行い、円滑なつなぎの仕組みを構築する。 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 小規模保育事業所及び家庭的保育事業者に対する指導検査の実施結果について 

所管部課  子ども家庭部 子ども施設指導・支援担当課 

内 容 

小規模保育事業所及び家庭的保育事業者に対して今年度実施した子ども・子育て

支援法及び児童福祉法（以下「支援法等」）に基づく一般指導検査の結果について

報告する。 

なお、子どもへの人権侵害等の重大案件はなく、昨年度より文書指摘件数も大き

く減少しており、概ね良好に運営されている。 

 

１ 検査対象 

（１）小規模保育事業所 １４施設（全２８施設中） 

（２）家庭的保育事業者 ４５名 （全１３８名中） 

 

２ 指摘等種別 

（１）文書指摘 

支援法等関係法令等に違反する事案 

（２）口頭指導 

   支援法等関係法令等以外の法令又はその他の通達等に違反する事案 

（３）助言指導 

  「文書指摘」又は「口頭指導」に該当せず、水準向上のための事案 

 

３ 検査結果（主な内容）と現時点での対応 ※括弧書きは令和元年度件数 

（１）小規模保育事業所 

ア 文書指摘：４件（１２件）※区ホームページにて公表済み 

・ 調乳担当者の健康チェックが未実施である ２件（１件） 

・ 保護者に支払を求める理由を書面で説明していない １件（０件） 

・ 事業所等外で調理していた食品を提供していた １件（１件） 

➡ 上記文書指摘４件については、年明けに開催予定の小規模保育事業

者全体説明会での全事業者への注意喚起の前に、早速、今年度の指導

検査対象外施設へ周知し、類似事例の有無を確認して是正を指示する。 

イ 口頭指導：１８件（１７件） 

・ 指導計画への長時間保育の位置づけが不十分である ６件（８件） 

・ 重要事項に関する規程の掲示項目が不足している ３件（０件） 

・ 経理規程を遵守していない ３件（０件） 

➡ 口頭指導事項については、年明け開催予定の小規模保育事業者全体

説明会において、指導検査結果を周知し、同内容の事例の有無と再確

情報連絡事項２
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認、及び規程の遵守について指導する。 

 

ウ 助言指導：３２件（５８件） 

・ 項目別に確認できる健康チェック表になっていない ６件（１０件） 

・ 予算決算関係書類を一部作成していない ４件（０件） 

・ 保育日誌に、クラス単位の子どもの活動の様子が記載されていない 

  ３件（１件） 

・ 食育計画に反省欄を設けていない ３件（０件） 

➡ 助言指導事項については、年明け開催予定の小規模保育事業者全体

説明会において、指導検査結果を周知し、同内容の事例の有無と再確

認、及び標準的な様式を示して、様式の再検討等を依頼する。 

（２）家庭的保育事業者 

ア 文書指摘：１０件（２９件）※区ホームページにて公表済み 

・ 避難・消火訓練を実施していない月がある ４件（１４件） 

➡ 今年度の指導検査対象外事業者へ周知し、訓練実施の徹底を指示す

る。 

・ 受託児の利用開始後の健康診断回数が不足している ４件（３件） 

➡ 健診の時期に年２回、注意喚起しているが、早速、今年度の指導検

査対象外事業者へ健診実施状況を確認し、未実施であれば実施を失念

しないよう指導する。 

・ 自己評価を実施していない １件（０件) 

➡ 評価は、年度末に実施するため、当該時期に改めて通知し、徹底す

る。 

・ １人で４人保育している時間帯がある １件（６件） 

➡ 今年度から、事業者から提出される書類を確認し、職員体制に不備

がある場合は、事業者から状況をヒアリングして即座に改善させた。 

イ 口頭指導：１７件（３１件） 

・ 児童出欠簿（出席簿）等の記録内容が不適切である ４件(０件） 

・ 月案及び週案の内容が不十分である ２件（７件） 

➡ 今年度から、事業者から提出される書類（児童出欠簿）を確認し、

書類上不備がある場合は、事業者から状況をヒアリングして即座に改

善させた。 

・ 重要事項に関する規程の掲示項目が不足している ２件（０件） 

➡ 上記２件について、事業者へは、ひな型及び記載例を提示している

が、巡回訪問の中で確認し、改善すべき点があれば、その場で指導す

る。 

・ 職員関連帳簿が保管されていない ２件（０件） 

➡ 事業者へは「家庭的保育（保育ママ）の手引き」を配付しているが、

改めて年明け開催予定の家庭的保育事業者全体説明会において、指導

検査結果を周知し、保育室に備えておくべき書類リストのチェックを

指示する。 
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ウ 助言指導：１１９件（１０７件） 

・ カーテン、絨毯等が防炎性能を有していない ２４件（２０件） 

➡ 平成２９年１０月に実施した保育ママ全体説明会において、防炎性

能を有する物が必要になる場合の基準を説明し、買い替え時には防炎

性能を有する物にするよう依頼しているが、安全性確保のため、支援

策を検討しつつ、令和３年度の上半期までに防炎性能を有する製品へ

の買い替えを徹底する。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策として、０．０５％濃度に満たない 

次亜塩素酸ナトリウム希釈液を使用している ２１件（０件） 

➡ 早速、新型コロナウイルス対策として有効な希釈率の溶液作成方法

を巡回訪問の中で資料を用い個別に周知していく。 

・ 給食開始後に検便を実施している １３件（０件） 

➡ 検便は保健所に持ち込むため、緊急事態宣言中の実施は困難と見込

まれたので日々の体調に留意し、保育再開後、速やかに検便を実施す

るよう周知したことから、今年度は本事案が多数発生したが、今後こ

うした事案は発生しないと思うが、改めて周知する。 

・ 労災保険に加入していない １０件（８件） 

➡ すでに今年度検査対象外の事業者の調査は完了し、１６名が未加入

と判明したため、１月までに加入し、報告するように指示した。 

・ 事故を未然に防ぐための配慮や工夫が不足している ７件（４件） 

➡ 早速、巡回訪問の中で施設の点検を実施し、改善すべき点があれば、

その場で指導する。 

 

４ 検査結果の特徴 

（１）前年度末に重点的に避難・消火訓練の実施状況について事前調査を実施した 

ため、例年指摘の多い当該項目の指摘が大きく減少した。 

（２）家庭的保育事業者で前年度指摘の多かった「１人で４人を保育している時間

帯がある」については、保護者が契約時間より早めに預けに来た際に断れずに

４人を保育する場合等が生じていたため、所管課から保護者にていねいに説明

した結果、今年度の指摘数が減少した。 

（３）新型コロナウイルス感染症対策として０．０５％濃度の次亜塩素酸ナトリウ

ム希釈液を使用するように、感染症予防マニュアルを配付し周知したが、全体

説明会の中止により口頭での説明ができず、通常どおりの０．０２％濃度のも

のを使用していたため助言指導が増加した。 

（４）カーテン、絨毯の防炎化については、個人宅であることから、改善されにく

い面がある。  

 

５ 今後の方針 

指摘の多い事項については、全体説明会等を通じて注意喚起を行うだけでなく

所管課と連携して重点的に巡回訪問時などに指導・支援を行う。 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 足立区子ども施設指定管理者の評価結果について 

所 管 部 課 子ども家庭部 子ども施設運営課 

内 容 

子ども施設指定管理者１７施設の令和元年度業務について、足立区子

ども施設指定管理者評価委員会（以下「委員会」という。）による評価を

行ったので、報告する。 

なお、評価方法について課題と考えており、検討を行ったが、根本的

な見直しには時間を要するため、次年度の評価時までには、評価項目の

内容等を精査し、見直しを行っていく。 

 

１ 開催日時 

令和３年１月２０日（水） 

午前８時４５分から午前１０時まで 

 

２ 開催方法 

ウェブ会議 

 

３ 主な業務内容 

（１）保育事業の実施に係る業務 

（２）施設の維持管理に関する業務 

 

４ 評価対象期間  平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

 

５ 評価方法 

委員会での提出資料の確認及び実地調査により実施。 

＜確認資料＞ 

１ 基本協定書 10 会計経理 

２ 年度協定書 11 サービスの評価 

３ 保守・点検完了報告書 12 保育の基本原則 

４ 施設・設備点検完了報告書 13 全体・長期・短期計画 

５ 防災への配慮 14 小学校との連携 

６ 防犯への配慮 15 食育計画 

７ 事故への対応 16 保健計画 

８ 個人情報取扱い 17 乳幼児突然死症候群 

９ 職員研修 18 調理衛生管理 

 

 

情報連絡事項３
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６ 施設名称及び評価結果等（満点１８０点・評価点順） 

施 設 名 称 指定管理者

千住保育園 （福）太陽会
204,827,693 小倉　將信

新田おひさま保育園 （福）太陽会
112,155,539 小倉　將信
さつき保育園 （福）江北会
221,694,908 野口  澄夫
興本保育園 （福）太陽会
178,329,622 小倉　將信

竹の塚北保育園 （福）三樹会
202,582,026 細野　智樹
竹の塚保育園 ㈱ﾍﾞﾈｯｾｽﾀｲﾙｹｱ
203,013,407 滝山　真也

青井おひさま保育園 （福）水の会
102,888,608 小林　信子
せきや保育園 （福）桑の実会
145,388,708 桑原　哲也
五反野保育園 ㈱日本保育サービス
225,661,783 西井　直人
水神橋保育園 （福）聖華
192,017,837 白須賀　まり子
谷在家保育園 （福）わかば会
138,258,077 石川　美和子
やよい保育園 （福）博友会
200,727,871 川下　勝利
青井保育園 （福）からしだね
211,208,623 春見　静子

伊興大境保育園 （福）高砂福祉会
175,250,928 石川　美和子

東保木間保育園 （福）高砂福祉会
172,537,419 石川　美和子

新田三丁目なかよし保育園 （福）南流山福祉会
87,084,278 西臣　正男

新田さくら保育園 （福）じろう会
126,610,784 久芳　敬裕

評価

1 176.6 Ａ＋98.1 ％

№
指定管理料（円） 代 表 者 名

評価点
評価点/満点
×100（％）

176.5 Ａ＋

6

3

171.0 Ａ＋4

170.9 Ａ＋

171.9 Ａ＋

5

170.1

11

160.1

136.8⑰

91.3 ％

10

2

9

94.5 ％

94.0 ％

92.1 ％

98.1 ％

88.9 ％

95.5 ％

7

166.7 92.6 ％

92.2 ％

91.9 ％

8

165.9 Ａ

15 87.6 ％

12

166.3 92.4 ％ Ａ

164.3

157.7 Ａ

14

13

165.7 Ａ

Ａ

⑯ 151.1 83.9 ％ Ａ－

Ｂ＋

95.0 ％

94.9 ％

165.5 Ａ

Ａ＋

169.2 Ａ

Ａ

Ａ

76.0 ％
 

※評価項目及び評価基準は、評価結果資料（別添資料３）を参照 

⑯、⑰の園については、園全体の評価にかかわらず、財務状況の評

価点が低いため、改善に向けて強力に指導していく。 

 

 

 

 

評価基準 

Ａ＋ １７０以上 

Ａ １７０未満～１５３以上 

Ａ－ １５３未満～１４４以上 

Ｂ＋ １４４未満～１３５以上 

Ｂ １３５未満～１１７以上 

Ｂ－ １１７未満～１０８以上 

Ｃ １０８未満 

合格 

 経営診断を行い

改善を指導する。 
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７ 委員会委員構成（計６名） 

種  別 氏  名 役  職  等 

学識経験者 

（ 有 識 者 含

む） 

田代 惠美子 
明治学院大学心理学部 

教育発達学科 特命教授 

鈴木 欽哉 公認会計士 

関係団体代表 
北島 小夜子 足立区民生・児童委員 

高𣘺 將郎 青少年委員 

区職員 
松野 美幸 子ども家庭部長 

川口 真澄 待機児対策室長 

 

８ 委員会での主な意見と対応等 

（１）昨年度新田地区の３園を視察したが、現地を確認すると園の状況

が良く分かる。今後も各園の現地確認を行うべき。 

対応策：各園の現地確認を実施する。 

（２）「適切な財務管理・財産管理が行われている」の評価項目で、財務

諸表が未提出のため評価が低くなっている園について、公認会計士

協会として経営診断など協力できる可能性がある。 

対応策：必要に応じて協力を依頼する。 

 

９ 評価結果の公表 

足立区ホームページに令和３年３月下旬掲載 

 

１０ その他 

（１）指定管理者制度の評価については、特に財務状況に関する評価結

果の反映方法を次年度に向けて全庁的に見直していく。 

（２）今回の評価結果を指定管理者に説明し、今後の業務改善につなげ

ていくよう指導する。 

（３）今回の評価にあたり、提出を義務付けている書類が未提出となっ

ている２園については、協定第１６条に違反しているため、あらた

めて提出を求め、一定期間を経て提出がされない場合は、協定第２

０条に基づき指定の取り消しも含め、厳しく指導していく。 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 
令和３年４月保育施設利用申込受付状況及び保育コンシェルジュ利

用状況について 

所 管 部 課 子ども家庭部 子ども施設入園課 

内 容 

令和３年４月保育施設（認可保育所・認定こども園・小規模保育・家

庭的保育(保育ママ)）利用申込の受付状況及び保育コンシェルジュの利

用状況について、以下のとおり報告する。 
 

１ 令和３年４月保育施設利用申込受付状況 

（１）利用申込数                   （人） 

年 月 

申込状況 

令和 3年 

4月分 

令和 2年 

4月分 
増減 前年比 

利用申込(受付期間中)【Ａ】 2,561 2,943 △382 87.0% 

内訳 

(受付 

場所別） 

子ども施設入園課 1,804 1,917 △113 94.1% 

うち郵送分 105 － 105  皆増 

福祉課 333 537 △204 62.0% 

保育施設 424 489 △65 86.7% 

審査継続分【Ｂ】 997 1,226 △229 81.3% 

先行利用調整申込【Ｃ】   110 163 △53 67.5% 

利用申込合計【Ａ＋Ｂ＋Ｃ】 3,668 4,332 △664 84.7% 

募集人数（令和 3年は予定） 4,402 5,105 △703 86.2% 

（注）・【Ｂ】１０月～１月入所希望受付分のうち、待機のため令和３年 

４月の審査に継続するもの 

・【Ｃ】小規模保育、保育ママの卒園児を対象とした先行申込 

・上記人数は、転園、区外からの入園、区外園との併願を含む 
 

（２）年齢別申込数                  （人） 

 

年齢 

年 
0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 合計 

令和 3年 1,063 1,484 559 453 80 29 3,668 

令和 2年 1,112 1,781 737 522 139 41 4,332 

増減 △49 △297 △178 △69 △59 △12 △664 

情報連絡事項４ 
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申し込みが前年度と比較して減少した。要因としては、次の２点が考

えられる。 

・ 前年度と比較して人口が減少している（下表のとおり）。 

・ 令和２年４月に認可保育所２０園を新規開設したことで 

待機児童が減少した。 

【参考】年齢別人口                  （人） 

年 齢 

年 月 
0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 

令和 2年 12月 4,544 4,585 4,908 4,910 5,080 5,276 

令和元年 12月 4,629 5,029 5,026 5,145 5,341 5,215 

増減 △85 △444 △118 △235 △261 61 

 

２ 保育コンシェルジュ利用状況 

（１）利用延人数                   （人） 

期

間 
4/1～9/30 

10/1～12/1 
【10/15～12/1 

 特設会場設置】 

会場別合計 
総合計 

場
所 

区役所 
出張 
相談 

区役所 
出張 
相談 

区役所 
出張 
相談 

２ 
年
度 

954 113 684 144 1,638 257 1,895 

元 
年
度 

991  607 690  331 1,681 938 2,619 

前
年
比 

96.3% 18.6% 99.1% 43.5% 97.4% 27.4% 72.4% 

【出張先】子育てサロン、保健センター、福祉課 

（２）新型コロナウイルスへの対応 

・ 子育てサロンへの出張は、令和２年３月から６月まで中止し、

７月から予約制に切り替えて再開している。当該期間の募集

枠に対する予約率は８２．８％であった。 

・ 保健センター（ファミリー学級）への出張は、令和２年３月に

中止し、７月に一時再開したものの、８月以降は再び中止し

ている。 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 児童虐待防止推進月間の事業実施報告について 

所 管 部 課 こども支援センターげんき こども家庭支援課 

内 容 

令和２年１１月「児童虐待防止推進月間」に実施した事業の結果につい

て、以下の概要を報告する。 

 

１ 養育家庭ＰＲパネル展示 

里親などの養育家庭制度の周知と登録を促進するための展示を行っ

た。 

（１）日時 １１月９日（月）正午～１１月１６日（月）午後５時 

（２）場所 足立区役所 本庁舎１階 アトリウム 

 

２ 養育家庭体験発表会 

養育家庭制度の周知と登録を促進するため、里親になっている方の

体験発表会を行った。 

（１）日 時 １１月１４日（土）午前１０時～正午 

（２）場 所 こども支援センターげんき ５階 研修室３ 

（３）参加者 養育家庭制度に関心がある区民 ２６名 

 

３ 子育て交流講座「完璧な親なんていない」 

１、２歳児のお子さんの保護者を対象に、育児に対する不安解消と

育児スキルを高める方法を学ぶ講座を開催した。 

（１）日 時 １１月５日～１２月１０日の毎週木曜日 

午前１０時～正午 

（２）場 所 こども支援センターげんき ３階 プレイルーム 

（３）参加者 ６名（応募者６名） 

 

４ 「児童虐待防止オレンジリボンキャンペーン inあだち２０２０」 

※ 例年、民生・児童委員、ＰＴＡなどにご協力いただき、駅頭にて、

児童虐待予防のチラシと啓発グッズを配布し、児童虐待防止の普及

啓発を行っていたが、今年度は新型コロナウイルス感染症の影響を

考慮して中止とした。 

 

情報連絡事項５
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件   名 
「令和元年度子どもの貧困対策主要事業実績及び評価結果」及び 

「第１期子どもの貧困対策実施計画-５年間の取り組みと成果-」について 

所管部課名 子どもの貧困対策担当部 子どもの貧困対策担当課 

内   容 

 

「未来へつなぐあだちプロジェクト」年次別アクションプランについて令和

元年度実施事業の実績を取りまとめ、事業を評価するとともに、平成２７年か

ら令和元年度までの５年間の評価総括を行った。 

別添資料４、５「未来へつなぐあだちプロジェクト」年次別アクションプラ

ン（５ヵ年計画）「令和元年度子どもの貧困対策主要事業実績及び評価結果」

「第１期子どもの貧困対策実施計画-５年間の取り組みと成果-」の概要を報告

する。 

 

１ 「令和元年度子どもの貧困対策主要事業実績及び評価結果」 

（１）評価方法について 

事業担当課による一次評価（自己評価）に加え、平成２９年度から、政 

策経営部による二次評価（内部評価）、学識経験者による三次（外部評

価）を実施している。 

 

（２）二次評価（内部評価）及び三次評価（外部評価）の結果について 

 （令和元年度 二次評価及び三次評価結果は、２１ページ参照） 

ア 二次評価（内部評価） 

各施策の重点事業から抽出した４１項目について、事業担当課とのヒ 

アリングを経て、目標達成度、事業進捗状況、課題分析、今後の方向性    

等を点数換算し、政策経営部（子どもの貧困対策担当課、政策経営課、 

財政課）がＡ、Ｂ+、Ｂ、Ｂ-、Ｃの５段階で評価した。 

イ 三次評価（外部評価） 

子どもの貧困対策検討会議の学識経験者が、二次評価対象事業の課題 

や方向性等について意見を付し、施策ごとにＡ，Ｂ+，Ｂ，Ｂ-，Ｃの５ 

段階で評価した。 

 

ウ 学識経験者からの評価総括 

（ア）子どもの貧困対策の視点や工夫を取り入れた事業展開や新規事業な 

どに取り組んでおり、評価できる。 

（イ）どの事業においても、自ら申し込み参加した子どもや保護者などの 

成果だけではなく、事業の途中で参加を辞めてしまったり、制度・支 

援からもれた子どもや保護者、また制度利用に結びつかなかった子ど 

もや保護者の状況を把握し、支援に繋がるアプローチの方法を検討し 

情報連絡事項６
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ていただきたい。 

（ウ）各事業で設定している指標は改善が見られ評価できるが、参加人数 

などの指標はあくまでも支援の入口の数字であるため、子どもの貧困 

対策の改善に寄与しているか、実際の効果がどうかをみていく必要が 

ある。 

（エ）子どもの貧困対策の先進自治体として、子どもの学力定着やＡＳＭ 

ＡＰ事業、むし歯予防など継続的な取り組みにより、改善につながる 

成果をあげ、高く評価できる。 

 

■令和元年度 二次評価及び三次評価結果 

柱 立 て・施 策 

項 

目 

数 

二 次 評 価 
(５段階評価） 

三次 

評価 
（５段階 

評価） 

Ａ 
 

25 点 

以上 

Ｂ+ 
 

25 点 

未満 

19 点

以上 

Ｂ 
 

19 点 

未満 

13 点 

以上 

Ｂ- 
 

13 点 

未満 

7 点 

以上 

Ｃ 
 

7 点 

未満 

 

【
教
育
・
学
び
】 

 
 

柱
立
て
１ 

 

 
 

 
 
 

   
 

柱
立
て
２ 

【
教
育
・
学
び
】 

柱
立
て
１ 

１ 学力・体験支援 7 4 3 0 0 0 Ｂ+ 

２ 学びの環境支援 4 3 1 0 0 0 Ｂ+ 

３ 子どもの居場所づくり 2 2 0 0 0 0 Ａ 

４ キャリア形成支援 3 1 2 0 0 0 Ｂ+ 

【教育・学び】計 16 10 6 0 0 0 ― 

【
健
康
・
生
活
】 

柱
立
て
２ 

１ 親子に対する養育支援 4 3 1 0 0 0  Ｂ+ 

２ 幼児に対する発育支援 8 7 1 0 0 0 Ａ 

３ 若年者に対する就労支援 3 2 0 1 0 0 Ｂ+ 

４ 保護者に対する生活支援 8 5 3 0 0 0 Ａ 

【健康・生活】計 23 17 5 1 0 0 ― 

柱立て３ 【推進体制の構築】 2 2 0 0 0 0 Ａ 

総 計 41 29 11 1 0 0  

 

 

 

（３）一次評価（自己評価）の結果について 

年次別アクションプランの主要事業（１１６事業）について、活動目標 

に対する令和元年度の活動実績を達成度に応じて、事業担当課が５段階で 

評価した。柱立て別の一次評価の結果は、以下のとおりである。 
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 ■令和元年度 一次評価結果 

柱 立 て 

活動

目標

数 

目標達成度（５段階評価） 

５ 

目標を

大きく

上回っ

た 

(達成率

120％ 

以上) 

４ 

目標を

上回っ

た 

(達成率

100％ 

～120％未

満) 

３ 

概ね目標

どおりだ

った 

(達成率

80％～

100％ 

未満) 

２ 

目標を

下回っ

た 

(達成率

60％～

80％ 

未満) 

１ 

目標を

大きく

下回っ

た 

(達成率 60％ 

未満) 

柱立て１【教育・学び】 61 10 11 26 6 8 

柱立て２【健康・生活】 78 7 20 27 15 9 

柱立て３【推進体制の構築】 4 1 3 0 0 0 

総 計 143 18 34 53 21 17 

 

（４）令和元年度 柱立て別実績費                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

年次別アクションプランの令和元年度柱立て別の総事業費及び事業費並 

びに人件費については、以下のとおりである。 

                          (千円) 

柱 立 て 総事業費 
総事業費内訳 

事業費 人件費 

柱立て１【教育・学び】計 5,968,584 4,154,131 1,814,453 

柱立て２【健康・生活】計 25,352,586 23,869,489 1,483,097 

柱立て３【推進体制の構築】計 8,984 1,215 7,769 

総 計 31,330,154 28,024,835 3,305,319 

 

２ 「第１期子どもの貧困対策実施計画-５年間の取り組みと成果-」 

（１）基本理念 

（２）計画体系（３つの柱立てと９つの施策） 

柱立て１【教育・学び】 施策１ 学力・体験支援 

 施策２ 学びの環境支援 

 施策３ 子どもの居場所づくり 

 施策４ キャリア形成支援 

柱立て２【健康・生活】 施策１ 親子に対する養育支援 

 施策２ 幼児に対する発育支援 

 施策３ 若年者に対する就労支援 

 施策４ 保護者に対する生活支援 

柱立て３【推進体制の構築】  
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（３）これまでの５年間の取り組みと成果 

ア 柱立て１ 教育・学び 

（ア）「学力向上対策推進事業」児童･生徒の個々の力に応じたメニュー 
の実施 

                小・中学校での早期つまずき解消を図るための基礎学力定着対策
や、成績上位者のための「足立はばたき塾」など、きめ細かいメニュ
ーを用意するとともに、教員の授業力向上策も実施し、学力向上に取
り組んできた。 

  （イ）「居場所を兼ねた学習支援」の充実と拡大 

     平成２７年度拠点１か所→ 令和元年度拠点４か所、ブランチ３か所  

（ウ）「就学援助」新入学児童生徒学用品費の入学前支給 
   平成３１年４月入学の中学生から、就学援助（新入学児童生徒学用 
  品費）を入学前の年度（小学校６年生時）に支給し入学時の一時的な 

支出増に対応した。さらに、令和元年度（令和２年度新入学児童）か 
らは、小学校入学前の前倒し支給を実施し、安心して入学を迎えられ 
るよう、事業の見直しを行った。 

  （エ）「スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）」の配置 

     平成２７年度３名（非常勤）→ 令和元年度１４名 

(常勤１名、非常勤１３名） 

（オ）「不登校対策事業 チャレンジ学級」の拡大 

平成２７年度２か所 → 令和元年度３か所 

定員９０名          定員１２０名 

イ 柱立て２ 健康･生活 

（ア）「あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳＭＡＰ）」 
の手厚い支援 

  平成２８年度から妊娠届出時のアンケートに、特に支援が必要な妊 
婦を把握し、母子保健コーディネーター（保健師）を中心に、訪問や 
面談・電話等できめ細やかな妊産婦支援を実施している。 

（イ）「歯科」｢食育｣の就学前から小・中学校まで連携した取り組み強化 
   就学前～小・中学校まで、複数の部（子ども家庭部・学校運営部・ 

衛生部）が連携して取り組みを行ってきた。 

（ウ）「発達障がい児支援事業」就学前から学齢期への連携（就学移行プ 
ログラム等） 

５歳児（年長）に対する小グループ学校体験実施校数  

平成２９年度 ２校 → 令和元年度 ６校 

（エ）「ひとり親家庭総合支援事業」の充実（相談窓口、就労支援・交流 
  支援・情報提供等） 

（オ）「夏休みの有子世帯訪問」による生活保護世帯の子どもの現認率を 
向上させ、地区担当員が養育状況等を確認している。 

平成２７年度 48.3% → 令和元年度 89.7% 
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ウ 柱立て３ 推進体制の構築  

（ア）各調査結果の活用 
・  子どもの健康・生活実態調査等 

      足立区では、子どもの健康・生活実態調査など様々な調査を行 
い、そのデータを子どもの貧困対策に活用してきた（エビデンス 
に基づく政策立案【ＥＢＰＭ】）。 

 

（イ）子どもの未来を応援する地域活動（ＮＰＯ・地域の活動団体、企業 
等）が広がっている。 
・「学校で朝ごはん」 
・「子どもの居場所（子ども食堂）」 

・ 足立ブランド認定企業等による「ものづくり体験」 
・ 子どもの未来プラットフォームの構築 など 

（ウ）全庁体制で取り組みを進めるために 
・ 組織を超えた取り組み 

       足立区は「子どもの貧困を経済的な困窮だけで捉えず、社会的 
      孤立や健康上の問題など成育環境全般にわたる複合的な問題と捉 

え、その解決や予防に全庁体制で取り組む」という基本理念のも 
と、全庁体制で子どもの貧困対策を進めている。 

・ 健康情報の一元管理に向けた体制整備 

       平成２７年度に「あだちっ子歯科健診」がスタートし、私立園 
      を含めた歯のデータの収集が可能となった。  
        さらに、令和元年度からは、教育委員会・学校の共通システム 
      に保健管理の項目を追加することで乳幼児健診から小・中学校ま 

での健診データ（歯科、身長、体重等）がつながった。 

（４） 子どもの貧困対策担当課における５年間の総括 

ア 成果と広がり 

       区では、すべての子どもに届く取り組みや地域や団体、企業などと総
ぐるみで子どもの貧困対策を進めてきた。  
・ 基礎学力の向上 

・ むし歯の罹患率の低下 
・ ベジファーストの広がりなど好ましい生活習慣の定着 
・ 子ども食堂など子どもの未来を応援する地域活動の広がり 

イ 見えている課題  

（ア） 貧困率 

     ・日本の子どもの貧困率は 

      平成２７年度 13.9% から平成３０年度 13.5%へ減少 

     ・足立区の就学援助率は 

       平成３０年度 30.4% から令和元年度 28.5%へ減少  

（イ）外国人と外国にルーツをもつ子どもたちへの支援 
      足立区内の外国人の数は、年々増加し、国籍も多様化している。ま 

た、外国にルーツをもつ子どもたちも増え、言語と文化の違いから、 
学校生活などへの適応に困難を抱え、生活支援と日本語指導が必要な 
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子が多く存在する。足立区で生活するための切れ目のない支援を地域 

のちから推進部、衛生部、子ども家庭部、学校運営部、政策経営部 
等、一体となって取り組んでいく。 

  （ウ）中学校卒業後の若年者の支援 
     区内都立高等学校の中退率は減少傾向にあるものの依然として少な 
    くない。これまで公表されてきた都立高等学校の中途退学者数が非公 

表となり実態把握が難しくなった。そのため、地域のちから推進部、 
教育指導部、子ども家庭部や区内都立高等学校、民間団体等と連携 
し、将来の貧困を予防する観点から何らかの手立てを講じていく必要 
がある。 

ウ これからの取り組みの視点 

  （ア）支援が届かない、または届きにくい子ども・家庭への支援 
・ 制度利用に結びつかない、結びついても中途離脱する理由や要 

因などを分析 
・  アウトリーチ型の支援、伴走型の支援 

（イ）子どもの貧困対策に当事者意識を持って取り組む職員の育成  
・ すべての施策や事業を子どもの貧困対策につなげる視点と工夫 
・ 地域や団体等へさらなる啓発を図る積極姿勢 

（ウ）子どもの貧困対策に全庁体制で取り組みを進めるために 
・ 現状の把握と事業の進行管理、支援とニーズの確認 

（エ）区独自の上乗せによる支援の充実 
 

（５） 学識経験者による５年間の総括 

ア スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を計画的に増員し、配置した 

のは良い取り組みであり評価する。子どもを取り巻く環境は複雑になっ 

ているため、常勤スクールソーシャルワーカーの配置を増やし、児童生 

徒の家庭環境等を踏まえた指導体制の充実を図っていただきたい。 

 

イ 幼児健診から小・中学校までの健診データがつながったことは、とて 

も重要なことである。健診データのほかに、虐待相談歴や要保護児童対 

策地域協議会の対象にあがっているケースなど複数データを組み合わせ 

ながら活用するほうが、特にネグレクトなどは発見しやすくなると考え 

る。何を子どもたち、保護者に働きかけていくかをセットで考え、事業 

展開していくことが必要になる。今後のデータ活用における取り組みに 

期待する。 

 

ウ 先進的な取り組みをしている足立区だからこそ、単に全国平均と比較 

するのではなく、事業への取り組みの結果、底上げにつながったことが 

わかる指標などで成果をみていく必要がある。 

 

エ 子どもの権利条約もあることから、子ども自身の意見を聞く仕組みを 

検討していただきたい。区が行っている政策をどう受け止め、感じてい 

るのか、どのような期待・希望をもっているのか、子どもの意見も取り 

入れながら評価し、今後の戦略を考えていく仕組みが必要だと思う。 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 令和３年度学童保育室の入室申請受付状況および整備予定について 

所 管 部 課 地域のちから推進部 住区推進課 

内 容 

令和３年度学童保育室の入室申請受付状況（令和２年１２月１日締切

日現在）を下記のとおり報告する。 

記 

１ 令和３年度学童保育室の入室申請受付件数 

一斉申請受付期間 令和２年１１月９日（月）～１２月１日（火） 

 

【参考】 

 

 ※申請者数は、一斉申請受付期間のもの 

 

 

情報連絡事項７

－  
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２ 地域別申請受付件数（第一希望別） 

３ 今後の方針等 

（１）入室承認（不承認）通知を令和３年２月１９日（金）に発送済み。 

（２）全体では受入可能数が申請数を上回っているが、地域によって申

請数が受入可能数を超過している。 

 今後、入室申請状況や人口推計、中途退室者などを踏まえ、定員

や施設配置を含め「足立区学童保育室整備計画」の見直しを進める。 

（３）学童保育室整備のほか、児童館特例利用（ランドセルで児童館）

の情報を積極的に提供し、利用の推進を図ることで小学生の安全な

居場所づくりを進めていく。 

４ 令和３年度における学童保育室の整備について 

申請者数が受入可能数を上回る地域の待機児解消に向けて、「足立区

学童保育室整備計画」に基づき、令和３年度は、綾瀬地区、扇・江北

地区、舎人・入谷地区に学童保育室を誘致する予定である（令和４年

４月開設予定分）。 

 

 

 

 

 

 

 

1年 2年 3年 4年 5年 6年
合計

B

千住 15 653 266 201 150 45 12 1 675 22

綾瀬 13 585 233 207 129 45 7 6 627 42

大谷田･佐野 8 324 98 107 64 29 10 5 313 -11

中央本町 10 442 149 136 101 41 7 2 436 -6

花畑･保塚 12 543 207 166 123 36 13 5 550 7

竹の塚･六月 11 486 147 142 102 52 21 4 468 -18

梅島 10 435 139 120 111 42 10 3 425 -10

西新井･江北 14 581 189 166 101 57 26 8 547 -34

伊興 9 395 144 122 84 38 14 2 404 9

鹿浜･舎人 10 436 175 135 99 37 24 3 473 37

新田･江南 8 396 97 114 59 41 6 0 317 -79

合　計 120 5,276 1,844 1,616 1,123 463 150 39 5,235 -41

地　域
Ｒ３
年度
室数

Ｒ３年度
受入
可能数

Ａ

超過数
Ｂ－Ａ

申請者数
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 学童保育室の特別延長保育の実施について 

所 管 部 課 地域のちから推進部 住区推進課 

内 容 

令和３年４月より特別延長保育に対応する学童保育室を下記のとおり

増室する。 

記 

１ 特別延長保育実施学童保育室の増室 

特別延長保育は、早朝は午前８時から午前８時３０分まで（学校休

業日に限る）、夕方は午後６時から午後７時まで延長して保育を実施す

る。 

（１）新規実施学童保育室 

ア 区立学童保育室（１か所） 

・ あおぞら学童保育室 

六町三丁目３－１１（加平小学校内） 

イ 民設学童保育室（３か所） 

・ Ｍｏ-ｎｅ千住寿町学童保育室 

千住寿町４－７ クレールⅡ１０２ 

・ 学童保育じゃんぷ千寿クラブ 

千住中居町１７－１８ 

・ 学童クラブＯｈａｎａ関原教室 

関原三丁目３８－３４ 

（２）令和３年度実施状況 

計４７室（区立２９室・民設１８室）で実施。 

２ 今後の方針 

学童保育室の特別延長保育の需要を把握したうえで、地域間で大き

な偏りが出ないようにバランスを考慮しながら拡大を図っていく。 

 

情報連絡事項８
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名  「ひとり親世帯臨時特別給付金の再支給」の支給状況について 

所 管 部 課  福祉部 親子支援課 

内 容 

１ 概要 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で 

 担う低所得のひとり親世帯を支援するため、昨年８月に児童扶養手 

当受給者等を対象として国において支給した「ひとり親世帯臨時特 

別給付金」について、前回の給付金を受給している世帯を対象に同 

額の給付金を再支給された。 

 ついては、現在の支給状況について以下のとおり報告する。 

 

２ 支給対象者及び支給時期 

（１）基本給付受給者 

   令和２年１２月１１日時点で基本給付（国第２次補正､令和２年８ 

月以降支給分）を受給している世帯（約６,０００世帯）に対して、 

令和２年１２月１７日に案内通知を発送し、令和２年１２月２５日 

支給 

（２）基本給付未申請者 

（１）以外の方（基本給付未申請者）については、令和３年２月 

２６日まで申請を受付し、令和３年３月３１日までに支給予定 

 

３ 支給状況 

（１）基本給付受給者  ５,５６９世帯 ３６,１８５万円 

                    （令和２年１２月末 現在） 

（２）基本給付未申請者    ３１世帯    ２３６万円 

                    （令和３年 １月末 現在） 

 

４ 支給額 

基本給付 １世帯５万円、第２子以降１人につき３万円 

 

５ 支給方法 

（１）基本給付受給者については、給付金支給時の振込口座へ入金 

（２）基本給付未申請者については、申請口座へ入金 

 

情報連絡事項９ 

-30- 



令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 
児童扶養手当・特別児童扶養手当における所得額の計算方法の変更に

ついて 

所 管 部 課  福祉部 親子支援課 

内 容 

１ 概要 

  平成３０年度税制改正により、令和３年度個人住民税から給与所得 

控除・公的年金等控除について１０万円引き下げるとともに、基礎控 

除を１０万円引き上げることとされた。 

  これに伴い、所得情報を活用している児童扶養手当・特別児童扶養 

手当において、給与所得の金額及び公的年金等に係る所得金額の合計 

額から１０万円を控除することとし、税制改正に伴う不利益が生じな 

いよう措置する。 

 

２ 周知 

  あだち広報（５月１０日号）及び区ホームページにて周知予定 

 

３ 各手当の変更月 

（１） 特別児童扶養手当 

令和３年８月分手当から 

（２） 児童扶養手当 

令和３年１１月分手当から 

 

 

情報連絡事項 10 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名  足立区児童育成手当条例施行規則等の一部改正について 

所 管 部 課  福祉部 親子支援課 

内 容 

１ 概要 

平成３０年度税制改正および令和２年度税制改正に伴い、所得情報 

を活用している、児童育成手当、ひとり親家庭等医療費助成及び児童 

手当について、関連する諸規程を一部改正する。 

 

２ 税制改正の内容 

（１）平成３０年度税制改正 

   令和３年度個人住民税から給与所得控除・公的年金等控除につい 

て１０万円引き下げるとともに、基礎控除を１０万円引き上げ、税 

制改正に伴う不利益が生じないよう措置する。 

（２）令和２年度税制改正 

婚姻歴の有無や性別にかかわらず生計を一にしている子を有する 

単身者について「ひとり親控除」を適用し、従来の寡婦（寡夫）控 

除について、寡婦（寡夫）控除をひとり親に該当しない寡婦に係る 

控除に改組することとする。 

 

３ 税制改正に伴う条例施行規則等改正の内容 

（１）足立区児童育成手当条例施行規則 

  ア 児童育成手当の支給を制限する場合の所得額の計算に当たり、 

   給与所得又は公的年金等に係る所得を有する受給資格者について 

   給与所得の金額及び公的年金等に係る所得額の合計額から１０万 

円を控除する。 

  イ 児童育成手当の支給を制限する場合の所得額の計算に当たり、 

   地方税法に規定する「ひとり親控除」の適用を受ける受給資格者 

について、３５万円を控除する。 

（２）足立区こども医療費助成事務処理における書類の様式を定める要綱 

児童手当・特例給付認定請求書兼子ども医療費助成制度医療証交 

  付申請書の控除額の記載について、「寡婦（夫）及び寡婦特別」とい 

う表記から「寡婦及びひとり親」に変更する。 

（３）足立区ひとり親家庭等への医療費の助成に関する条例施行規則 

  ア ひとり親医療費の助成を制限する場合の所得額の計算に当たり 

給与所得又は公的年金等に係る所得を有する受給資格者について 

給与所得の金額及び公的年金等に係る所得額の合計額から１０万 

円を控除する。 

情報連絡事項 11 
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  イ ひとり親医療費の助成を制限する場合の所得額の計算に当たり 

   地方税法に規定する「ひとり親控除」の適用を受ける受給資格者 

   について、３５万円を控除する。 

 

４ 適用年月日 

  令和３年４月１日 

 

５ 各手当等の変更月 

（１）児童育成手当 

   令和３年６月分手当から 

（２）児童手当 

   令和３年６月分手当から 

（３）ひとり親家庭等医療費助成 

   令和４年１月分医療費助成から 
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令和２年度 第３回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和３年３月１７日 

件 名 令和３年度の児童扶養手当等の手当額について 

所 管 部 課 福祉部 親子支援課 

内 容 

厚生労働省から、以下のとおり「令和３年度の児童扶養手当等の手当

額については改定しない」旨の通知があったので、情報提供する。 
 

１ 令和３年度の手当額 

（１）児童扶養手当（月額） 

 区 分 ～令和３年３月 令和３年４月～ 

本 体 額     
(全部支給) 

43,160円 変更なし 

  〃       
(一部支給) 

43,150円 
～10,180円 

〃 

第２子加算額 
(全部支給) 

10,190円 〃 

  〃       
(一部支給) 

10,180円 
～5,100円 

〃 

第３子以降加算額 
(全部支給) 

6,110円 〃 

  〃     
(一部支給) 

6,100円 
～3,060円 

〃 

（２）特別児童扶養手当及び特別障害者手当等（月額） 

手 当 名 ～令和３年３月 令和３年４月～ 

特別児童扶養手当 
(１級) 

52,500円 変更なし 

  〃    
(２級) 

34,970円 〃 

障害児福祉手当 14,880円 〃 

特別障害者手当 27,350円 〃 

経過的福祉手当 14,880円 〃 
 

２ 改定しない理由 

 ２０２０年全国消費者物価指数の実績値（対前年比変動率±０．０％）

を反映し、手当額を令和２年度と同額とする。 
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